
令和２年度決算の対象となった事業数は、簡易水道事業において、法適化に

伴い、水道事業（含法適簡水）に1団体が移行、宅地造成事業において1減、介護

サービス事業において1減の169事業となっている。また、職員数は会計年度任用

職員制度の導入に伴い、前年度と比べて648人、17.0％増の4,450人となっている。

（単位：人）
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みらい企画創造部市町村課

令 和 ３ 年 11 月

令和２年度県内市町村地方公営企業決算の概要（確報）

令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度

6.3%

１　事業概要

事業数・職員数

3.4% 390 367 23水道（含法適簡水） 30 29

増減率
（％）

▲14.3% 10 10 0

1

簡易水道 6 7 ▲1 -

工業用水道 2 2 0 - 2 2 0 -

- 10 8 2交通 1 1 0 25.0%

電気 2 2 0 - 2 1 1 100.0%

- 11 9 2ガス 1 1 0 22.2%

病院 14 14 0 - 3,648 3,035 613 20.2%

- 238 241 ▲3下水道 91 91 0 ▲1.2%

市場 3 3 0 - 15 11 4 36.4%

- 4 3 1と畜場 2 2 0 33.3%

観光施設 3 3 0 - 0 6 ▲6 ▲100.0%

▲14.3% 2 2 0宅地造成 6 7 ▲1 -

駐車場 1 1 0 - 0 0 0 -

▲12.5% 118 107 11介護サービス 7 8 ▲1 10.3%

合計 169 171 ▲2 ▲1.2% 4,450 3,802 648 17.0%

事業数の割合

事業数
増減 増減率

職員数
増減

職員数の割合

病院

8.3%

水道※

17.7%

下水道

53.9%

その他

20.1%

病院

82.0%

水道※

8.8%

下水道

5.3% その他

3.9%



決算規模は、1,456億200万円で、前年度と比べて10億3,400万円、0.7％の増

となっている。主な要因としては、水道事業（含法適簡水）、電気事業において

資本的支出が増加したことが挙げられる。

　なお、水道事業（含法適簡水）、病院事業、下水道事業の３事業で全体の

94.8％を占めている。
（単位：百万円）

※含法適簡水

【 総収支額 】

地方公営企業全体の総収支は、42億8,500万円の黒字で、前年度と比べて3億

9,200万円、10.1％の増となった。主な要因としては、病院事業については、新

型コロナウイルス感染症関連の補助事業により、総収益が増加したことが挙げら

れる。また、下水道事業については、総収益の増加により、その他事業について

は、総費用の減少によりそれぞれ増加している。
（単位：百万円）

※総収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
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【 黒字赤字別事業数 】

黒字事業数は前年度と比べて3事業減の148事業となった。

主な要因としては、水道事業（含法適簡水）及び下水道事業において経常損益が

悪化したことにより赤字へ転じたためである。

（単位：団体）

※黒字、赤字は法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

料金収入は、808億円3,200万円で、前年度と比べて27億300万円の減となって

いる。主な要因は、下水道事業において下水道使用料が増加した一方、水道事業

（含法適簡水）、病院事業における料金収入の減少により、全体で減となっている。

なお、総収益に占める料金収入の割合は、67.4％となっている。

（単位：百万円）

※（ ）内の数値は、総収益に占める料金収入の割合である。
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【 企業債発行額 】

企業債発行額は、178億2,800万円で、前年度と比べて5億4400万円、3.1％の増と

なっている。

（単位：百万円）

【 企業債現在高 】

企業債現在高は、3,695億7,400万円で、前年度と比べて162億4,700万円、4.2％

の減となっている。

企業債現在高を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業（含法

適簡水）、病院事業となっている。

（単位：百万円）
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他会計繰入金は300億8,600万円で、前年度と比べて5億4,200万円の減となっている。

収益的収入では、主に下水道事業において17事業の法適化により繰入金は減少して

いる一方、資本的収入における繰入金は増加している。

（単位：百万円）
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建設投資額は253億7,100万円で、前年度と比べて1億8,200万円の増となっている。

病院事業及び下水道事業については、前年度と比較し減少しているが、水道事業

（含法適簡水）及び電気事業において増加したことから、全体で増加となった。

（単位：百万円）

法適用事業における累積欠損金は、289億7,900万円で、前年度と比べて2億

5,100万円、0.9％の増となっている。

なお、累積欠損金を生じている団体数は、水道事業（含法適簡水）3団体(3事業)、

病院事業10団体(10事業)、下水道事業8団体(14事業)となっている。

（単位：百万円）

【 不良債務 】

法適用事業における不良債務を生じている団体は、下水道事業１団体となって

いる。

（単位：百万円）

【 資金不足事業 】

資金不足を生じている団体は、ない。
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